
ｓ

市政報告
令和２年
秋・冬

９月定例会の一般質問で登壇しました。

Q２. マイナンバーカードの普及は行政のデジタル化の第一歩といえるが、掛川市の交
付率は県内でも下位である。交付率向上策に取り組みべきではないか?

Q質問 ＆ A答弁

A２. 広報かけがわの１０月号にマイナポイント、１１月号にマイナンバーの普及啓発
記事を掲載し、毎週木曜日の夜間窓口や月１回の土曜日の臨時開庁を行っていく。

Q１.行政のデジタル化推進のために、政府のデジタル庁のように、部局横断的な取組
みを行うDX推進課やDX戦略本部等の設置が必要ではないか?
A１. ポストコロナ時代には、あらゆる分野でデジタル化を進める必要がある。庁内に
DX戦略を検討する推進本部を設置すると共に外部有識者や市民が参画するALL掛川に
よる組織を検討していく。

デジタル化の推進を

DX:デジタルトランスフォーメーション。データとデジタル技術を活用して、社会の
ニーズを基に、サービス、業務、風土等を変革し、競争上の優位性を確立すること。

Q３. ウィズコロナに対応するため、早急にデジタル化に向けた行政手続きの見直しが
必要ではないか?
A３. 行政手続きのオンライン化や書類の押印の廃止を早期に進めていく。また、庁内
すべての申請書類をピックアップして押印が必要かどうかを判断し検討していく。

Q４. 学校体育施設のインターネット予約を導入するべきでは?

A４. 小中学校や管理委員会等の意見を聴取し利用料金の徴収方法や費用対効果等を研
究をしながらシステム導入を検討していく。

コロナ禍の対応の中で、日本がデジタル後進国であること
が露呈されてしまいました。政府もデジタル庁の創設を掲げ、
一気に進めていく方針を示しています。

ポストコロナ、ウィズコロナ社会にはデジタル化の推進は
必要不可欠であり、そのためには基礎自治体が果たすべき役
割は大変大きいといえます。

掛川市は、マイナンバーカード交付率の低さやオンライン
行政手続きの遅れ等デジタル化が進んでいるとは言い難く、
多くの課題があります。

デジタル化は地方創生のカギであり、掛川市を持続発展可
能なまちとするために、市⾧の考えを問いました。



大東温泉シートピアの今後について

一緒に掛川市の未来を考えよう!

『Kakegawa Mirai Café』を定期開催します! 発行責任者:嶺岡慎悟

住所:掛川市上土方嶺向
996

電話:0537-64-7989

mail:mineokashingo
@gmail.com

携帯:090-9172-9838

URL:mineokashingo
.com

みね岡しんご市政報告 web配信
夏頃に市政報告会の開催を予定していましたが、新型コロナウィルスの終息が依然みえないことから、

ｗeb配信としました。
録画配信になりますので、いつでも視聴が可能です。ご意見・ご要望は、メール、LINE、お電話等何

でも結構ですのでお気軽にお寄せください。

日時:毎月第１金曜日を予定 午後３時～ １～２時間程度
※嶺岡の予定により変動する可能性があります。

場所:掛川市上土方７０（土方郵便局南側 旧中島屋）

※開催日時は変動しますので、みね岡しんご公式HP
及び会場にある連絡掲示板にてお知らせします。
※コロナ感染症予防として、当日の参加者が１０名
を超える場合は、お断りする可能性があります。 👆公式HP

『Kakegawa Mirai Café』

LINE:

お気軽にご連絡ください。

QRコード
検索もOK

視聴方法①

※対面でなければお伝えできないこと、完全公開できないこともたくさんあ
りますのでそんな話を聞きたい方は、是非👇の『KMC』にお越しください♪

視聴方法②

みねおかしんご

⇨トップページから
『市政報告web配信』

市当局より、大東温泉シートピアについて

①令和２年１０月より民間譲渡活動を開始し、令和３年度中の譲渡先決定を目指す
②令和３年４月以降は、譲渡先との調整が完了するまでは『営業休止』

という方針が示されました。

市議会からも令和元年度に、老朽化等により『年間約１億円の赤字補填』をしている現状での継続を是
正し、積極的な民間資本の導入をすること等を提言しています。

大東温泉シートピアは、旧大東町時代に建設された、南部地域の地域振興・観光交流の核となるべき
施設で、残していかなければなりません。

しかし、年間１億円もの市費を投入しての継続は、現在の財政状況、今後の掛川市の未来を考えれば、
健康福祉や観光振興への費用対効果を踏まえても認めるべきではないと考えます。

１億円の赤字は、来館者減などの経営の問題だけでなく、借地料約１,１００万円と塩害による建物や
設備の老朽化が最も大きな要因です。

民間企業の意見を踏まえながら、単なる民間譲渡だけでなく、市として責任を持って継続的に運営が続
けられるような結論を出せるように注視して参ります。

嶺岡の考え


